
第 1回 チーム医療推進方策検討ワーキンググループ

日時 :平成 22年 10月 4日 (月 )15:00～ 17:00

場所 :厚 生 労 働 省 共 用 第 7会 議 室

議 事 次 第

1.開会

2.議題

(1)チーム医療を推進するための方策について

(2)その他

3.閉会
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チーム医療の推進について

(平成 22年 3月 19日 チーム医療の推進に関する検討会)

医療スタッフの協働 口連携によるチーム医療の推進について

(平成22年 4月 30日付け医政発0430第 1号厚生労働省医政局長通知)

第 1回チーム医療推進会議 資料 (平成 22年 5月 12日 )

第 2回チーム医療推進会議 資料 (平成 22年 7月 16日 )



資料 1

チーム医療推進方策検討WG 開催要綱

1.趣旨

「チーム医療の推進について」 (平成 22年 3月 19日 チーム医療の推進に

関する検討会取りまとめ)を受け、同報告書において提言のあつた具体的方

策の実現に向け、チーム医療を推進するための方策について検討を行う。

2.検討課題

○ チーム医療の取組の指針となるガイ ドラインの策定

○ 上記ガイ ドラインを活用したチーム医療の普及・推進のための方策

○ 各医療スタッフの業務範囲・役割について、さらなる見直しを適時検討
するための仕組みの在り方

○ その他

3.構成員

会議の構成員は別紙に掲げる有識者とする。ただし、必要に応じ、関係者

の出席を求めることができる。

4.運営

本会議の庶務は、厚生労働省医政局で行う。

議事は公開とする。



チ■ム医療の推進に関する検討会

チーム医療を推進するため、厚生労働大臣の下に有識者で構成される検
討会を開催し、日本の実情に即した医師と看護師等との協働・連携のあり
方等について検討を行う。 【平成22年 3月 19日 に報告書を取りまとめ】

(○ :座長)

秋山 正子

有賀 徹

井上 智子

海辺 陽子

大熊由紀子

太田 秀樹

加藤 尚美

川嶋 みどり

坂本 すが

朔 元則

ケアーズ白十字訪間看護ステーション所長

昭和大学医学部救急医学講座教授

東京医科歯科大学大学院教授

NPO法人がんと共に生きる会副理事長

国際医療福祉大学大学院教授

医療法人アスムス理事長

日本助産師会会長

日本赤十字看護大学教授

日本看護協会副会長

国立病院機構九州医療センター名誉院長

島 崎 謙 治  政策研究大学院教授

瀬 尾 憲 正  自治医大麻酔科学 口集中治療医学講座教授

竹 股 喜 代 子 亀田総合病院看護部長

○ 永 井 良 三  東京大学大学院医学研究科教授

西 澤 寛 俊  全日本病院協会会長

羽 生 田 俊  日本医自雨会常任理事

宮 村 一 弘  日本歯科医自雨会冨1会長

山 本 信 夫  日本薬斉1自市会冨1会長

山本 隆司 東京大学大学院法学政治学研究科教授
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チーム医療の推進について (チーム曝療検討会 報告書

3。 看議師以外|の医療スタ,7等の役割―の拡大
○ 薬剤師について、現行制度の下で実施可能な業務 (積極的な処方提案t患者の薬学的管理等)を明確化
することにより、病棟・在宅医療等における活用を促進。         |   ‐ ■     ‐
○ 助産師、リハビリ関係職種、1管理栄養士等について、各々の専門性を最木限に活用できるよう、業‐務の
拡大等を推進 (リ ハビリ関係職種による喀痰吸引等)。            |
〇 医療関係事務に関する処理能力の高い事務職員 (医療クラーク)にういてt量の確保 (必要養成数の把
握等)、 質の確保 (検定の導入等)、 医療機1関への導入

=援
等、導入の推進に向けた取組を推進。

○ 介護職員について、患者暉家族のサービス向上を推進する観点からt一定|の医行為 (喀痰吸引や経管栄
養等)の実施方策を男1途早急に検討。              |    ‐         ‐

4。 医療スタ,7間の連携●推進
○ 各医療スタッフの専門性の向1上や役割の拡大―を活かすため、医療スタ,フ FH5‐め連携
る連携、在宅医療における1地域横断的な連携等)の推進が重要。

(医療機関内におけ|

○ 社会的に認知されるような新たな枠組みと―して、客観的な基準 .(体制・設備等)に基づいてチニム医療
を推進する医療機関を認定する仕組みやt認定を受けたことを広告できるようにする仕組みを検討する必
要。
|          ‐       ■‐    ‐ ‐ ‐          ‐

○ 認定主体として|、 1臨床現場の関係者、医師・看護‐師等の医療スータッ
'関

係者、教育関係者、関係学会等
が参画する公正・中立的な第二者機‐関が必要。 ・ ‐    ‐‐ ‐    |
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[ _ 臨 ]タッフの協働
0時 によるチーム医療の推進    |

○ 各医療スタッフの高い専門性を十分に活用するためには、各スタッフがチームとして目的・情報を共有した
上で、医師等による包括的指示を活用し、各丞生ッフの専門性 1二積極的に委ねるとともに、スタッフ間の連携・

補完をす層進めることが重要。
○ このため、医師以外の医療スタッフが実施することができる業務を以下のとおり整理。
(平成22年4月 30日 付け医政局長通知「医療スタッフの協働・連携によるチーム医療の推進について」より)

① 薬剤選択等に関する積極的な処方提案
② 薬物療法を受けている患者への薬学的
管理の実施

③ 薬物の血中濃度や副作用のモニタリン
グに基づく薬剤の変更提案

④ プロトコールに基づく薬斉Jの変更等
(医師等との協働)  等

①

②

喀痰等の吸引

動脈留置カテーテルからの採血

① 理学療法士、作業療法士、言語
聴覚士による喀痰等の吸引

② 作業療法土の業務範囲の明確化

①

②

画像診断における読影の補助

放射線検査等に関する説明 口相談

① 医師の包括的な指導の下、一般
食の内容・形態の決定等

② 特別治療食の内容・形態の提案
③ 経腸栄養剤の種類の選択・変更
の提案

○ その他の医療スタッフの積極的
な活用

O MSWや 診療情報管理士等の積
極的な活用

○ 医療クラーク等の事務職員の積
極的な活用



■|■|ふ1藤糠総懇総議ヽ ■■|

「チーム医療の推進について」 (平成22年 3月 19日 チーム医療の推進
に関する検討会取りまとめ)を受け、様々な立場の有識者から構成され
る会議を開催し、同報告書において提言のあつた具体的方策の実現に向
けた検討を行う。 (平成22年 5月 12日 に設置 )

構成員  (○ :座励

太 田 秀 樹  全国在宅療養支援診療所連絡会 事務局長  中 山 洋 子  日本看護系大学協議会 会長

ノlヽ川  彰  全国医学部長病院長会議 会長       半 田 ―登  日本理学療法士協会 会長

北 村 善 明  日本放射線技師会 会長        藤 川 謙 二  日本医師会 常任理事

堺  常 雄  日本病院会 会長          藤 本 晴枝  NPO法人地域医療を育てる会 理事長

坂 本 す が  日本看護協会 副会長        宮村 一 弘  日本歯科医自雨会 副会長

島 崎 謙 治  政策研究大学院大学 教授       山本 信 夫  日本薬斉1自市会 副会長

o永 井 良 三  東京大学大学院医学研究科 教授      山本 隆 司  東京大学大学院法学政治学研究科 教授
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「チーム医療の推進について」 (平成22年3月 19日 チーム医療の推進に

関する検討会取りまとめ)を受け、同報告書において提言のあった具体的
方策の実現に向け、チーム医療を推進するための看護業務の在り方につい

ての検討を行う。 (平成22年5月 26日 にチーム医療推進会議の下に設置 )

構成員  (○ :座長)

秋 山正 子  ケァーズ白十字訪間看護ステーション 統括所長

○ 有 賀  徹  昭和大学医学部救急医学講座 教授   真 田 弘美  東京大学大学院医学系研究科 教授

井 上 智 子  東京医科歯科大学大学院 教授     竹 月曼喜 代 子  医療法人鉄蕉会 医療管理本部 看護管理部長

大 滝 純 司  東京医科大学医学教育学講座  教授   英  裕 力住 医療法人社団 三育会 理事長

り|1上純 一  浜松医科大学附属病院 教授 薬剤部長 星  Jヒ斗  財団法人星総合病院 理事長

神 里予正 博  社会医療法人財団童仙会 理事長    前 原 正 明  防衛医科大学校外科学講座 教授

ノト松 浩 子  慶應義塾大学看護医療学部 教授    山本 隆 司  東京大学大学院法学政治学研究科 教授

6.



チ … ム 医 療 表 誕 事 業 椰 威23年度欄算票職/元気な日本復活特別枠)

事業|の目‐的

安全で質の高い医療を実現するため、各医療関係職種の専門性を高め、それぞれの役割を
拡大L/、 各職‐種が互いに連携してt医療を提供する「チーム医療Jを推進

0新成長戦略
「看護師、薬剤師等医療関係職種の活用推進・役割拡大」

0政策集INDEX2009
「薬剤師、理学療法士などのコメディカルの職能拡大」
「専門的な臨床教育等を受けた看護師等の業務範囲を拡大し、医療行為の一部を分担」

事業|の内1容

0 チーム医療推進会議で策定されるガイドライン 呼成22年度中に策定予定)に基づく取組について、
実際の医療現場において、以下の安全性・効果等を実証。
① 医師、看護師、薬剤師、管理栄養士等の業務の安全性、 ② 疾病の早期発見・回復促進、
③ 重症化等の予防、④ 医師等の業務の効率化、⑤ 医師等の業務負担の軽減

※ 例えば、チーム医療の推進に関する検討会報告書では、複数の医療スタッフが連携して患者の治療に当たる医療チーム
として、周術期管理チーム、摂食喋下チーム、感染制御チーム等を例示。

O 特定看護師 (仮称)等、看護師の業務範囲の拡大を検討するため、医療現場等における業務の効果、
安全性、他職種からの評価等を実証

【事業実施に必要な経費】                                 1.555.519千 円
・医療現場における検証委託経費                             1.542.973千 円

チーム医療の検証施設 55施設、看護師の業務範囲の拡大の検証施設 260施設
指導者や医療スタッフの配置等に対する経費、消耗品 等

口検証結果の集計 口分析等委託経費                              12.546千 円
業者への委託費 (総研会社への委託を想定)



資料 3

当面の検討の進め方 (案 )

平成 22年

10月 ～11月  ヒアリングを実施 (2～ 3回程度)

「チーム医療ガイ ドライン (仮称 )」 の骨子を議論

12月     「チーム医療推進会議」に検討状況を報告

平成 23年

1月 ～2月  ヒアリングを実施 (2回程度)

「チーム医療ガイ ドライン (仮称)」 案を議論

3月     「チーム医療ガイ ドライン (仮称)」 を取りまとめ



参考資料 1

チーム医療の推進について

(チーム医療の推進に関する検討会 報告書)

平成 22年 3月 19日

厚生労働省



はじめに

本検討会は、平成21年8月に、「チーム医療を推進するため、日本の実情に即した医師と看

護師等との協働・連携の在り方等について検討を行う」ことを目的に発足した。以来、 11回に

わたり、関係者からのヒアリングを行いつつ、検討を重ねてきたが、今般、その結果を報告書と

してまとめるに至つた。今後、厚生労働雀を始めとする関係者がチーム医療を推進してい<上で、

本報告書を参考とすることを強<期待したい。

1.基本的な考え方

○ チーム医療とは、「医療に従事する多種多様な医療スタッフが、各長の高い専 P311■ を前提
に、目的と情報を共有し、業務を分担しつつも互いに連携 。補完し含い、悪者の状況に的

確に対応した医療を提供すること」と一般的に理解されている。

○ 員が高 <、 安心・安全な医療を求める悪者・家族の声が高まる一方で、医療の高度イし。

複雑化に伴う業務の贈大により医療現場の疲弊が指摘されるなど、医療の在り方が根本的

にPo5われる今日、「チーム医療」は、我が国の医療の在り方を変え得るキーワー ドとして注

目を集めている。

○ また、各医療スタッフの矢□識 。技術の高度化への取組や、ガイ ドライン・プロ トコール
等を活用した治療の標準イじの浸透などが、チーム医療を進める上での基盤となり、様々な

医療現場でチーム医療の実践が始まつている。

○ 憲者 。家族とともにより賀の高い医療を実現するためには、 1人 1人の医療スタッフの
専 Pヨ性を高め、その専F5性に委ねつつも、これをチーム医療を通して再統合してい <、 と

いつた発想の転換が必要である。

○ チーム医療がもたらす具体的な効果としては、(1,疾病の早期発見 。回復促進 。重症イじ予
防など医療・生活の質の向上、②医療の効率性の向上による医療従事者の負担の軽減、C)

医療の標準イじ・組織イじを通じた医療安全の向上、等が期待される。

○ 今後、チーム医療を推進するためには、(1)各医療スタッフの専門性の向上、121各医療ス
タッフの役害」の拡大、131医療スタッフFo3の連携・補完の推進、といつた方向を基本として、

関係者がそれぞれの立場で様なな取組を進め、これを全国に普及させてい<必要がある。

○ なお、チーム医療を進めた結果、一部の医療スタッフに負担が集中したり、安全性が損
なわれたりすることのないよう注意が必要である。また、我が国の医療の在り方を変えて

い<ためには、医療現場におけるチーム医療の推進のほか、医療機関PB5の役害」翁担・連携
の推進、晰要な医療スタッフの確保、いわゆる総含医を含む専P3医制度の確立、さらには

医療と介護の連携等といつた万向での努力をあわせて重ねてい<ことが不可欠である。



2二 着議師の役割の拡大

(1)基本方針

○ 蕎護B雨については、あらゆる医療現場において、診察・治療等に関連する業務から患者
の療益生活の支援に至るまで幅広い業務を担い得ることから、いわば「チーム医療のキー

バーソン」として悪者や医師その他の医療スタッフから寄せられる期待は大きい.′

○ 一方で、近年、青護教育の実態は大き<変イししており、大学における蕎護師養成が急贈
するなど教育水準が全体的に高まるとともに、水準の高い看護ケアを提供し得る喬護師
((社 )日 本看護協会が認定を実b笹 している専門青護師 。認定蕎護師11)の増130、 喬il系大
学院の整備の拡大笛により、一定の分野に幽する専FU的な能力を備えた満護8雨ノ〕`急速に育
成されつつある

`)

○ このような状況を踏まえ、チーム医療の推進に資するよう看護師の役害」を拡大するため
には、他の医療スタッフと十翁な連彬1を図るなど、安全性の確保に十分留意しつつ、一人
一人の青護師の能力・経験の差klD行為の難易度等に応じ、
ll)喬護師が自律的に判断できる機会を拡大することもに、
(2)看護師が実施し徒lる行為の 1亀囲を拡大する
との方針により、その能力を最大限に発揮できるような環境を用意する必要がある(,

(2)「包括的指示J__の積極的な活用

○ 保健師助産8雨看護師法 (以下「保助看法」という。)始 37条に規定する医 B市から蕎護師
への「指示」については、看護師が忠者の状態に応じて柔軟に対応できるよう、忠者の病

態の変イじを予測し、その 1亀囲内で看護師が実施すべき行為を一 i舌 して指示すること (包括

的指示)も可能であると解されているが、「包括的指示」が成立するための具体的な要件は
これまで明確にされていない.

○ 今後、看護gTlが自律的に半」断できる機会を拡大するためには、蕎護師の能力等に応じ、
医師の「包括的指示」を積極的に活用することが不可欠であることから、この際、咆 括的

指示」が十全に成立するための要件を、例えば以下のように明確イじすべきである。

対応可能な患者の範囲が明確にされていること

対応可能な病態の変化の範囲が明確にされていること

指示を受ける者護g市が理解し得る程度の指示内容 (半」断の規準、処置 。検査・薬斉」の

使用の内容等)が示されていること
に
' 
文」応 OII能な病態の変化の範囲を逸1党 した1易含に、早急に医BIFに連絡を取り、その指示

が受けられる体市Jが整えられていること

○ また、「包括的指示」の実施に当たっては、EII師と蕎護師との間で指示lA3容の認識に齢配
が生じないよう、原貝」として、指示内容が標準的ブロトコール (具体的な処置・検査・薬

斉」の使用等及びその半」断に関する規準を整理した文書 )、 クリティカルバス (処躍・検査 。

①

②

③



薬斉」の使用等を禽めた詳細な診療計画)等の文書で示されていることが望ましい。さらに、

「包括的指示」による処置等が適切に実行されたかどうか事後的に検証できるよう、その

指示に基づく処置等の内容を記録
。管理してお<ことが重要である。

(3)看護E面の実施可能な

○ 保助看法第 37条により、看護師は、医師の指示がある場合には、自らの業務 (保助者
法第 5条の「診療の補助」)と して医行為を行うことができることとされている。しかし、

実施に当たり高度な医学的判断や技術を要する医行為については、本来医師が自ら行うべ

きものであり、「診療の補助」の範囲を超えていることから、たとえ医師の指示があつたと

しても着護師には行い得ないものと解されている。

○ 個々の医行為が「診療の補助」の範囲に含まれるか否かについては、当該行為の難易度、
看護教育の程度、医療用機材の開発の程度等を総含的に勘案し、社会通念に照らして半」断

されるものであり、従来、厚生労lpl省は、折々の状況に応じ「診療の補助」の範囲に関す

る見解を明らかにしてきた。最近では、平成 14年に静脈注射、平成 19年に薬剤の投与
量の調節等が「診療の補助」の範囲に倉まれることを示している。

○ もつとも、これら以外の医行為についても「診療の補助」の範囲に含まれているかどう
かがなお不明確なものが多<、 その結果、医療現場に混舌tを招いているとの指摘がある。

また、医療技術の進歩や看護教育の水準の全体的な向上を受けて、看護師が能力を最大限

に発揮し得るよう、実施可能な行為の範囲をさらに拡大することが期待されている。

○ このため、着護師が「診療の補助」として安全に実施することができる行為の範囲を拡大
する方向で明確化することが適当であり、その具体化に必要な看護業務に関する実態調査

や試行等を早急に実施すべきである。

(4)行為拡大のための新たな枠組みの構築 __

○ 上記のように、まずは看護師により実施可能な行為の範囲を拡大 。明確イじする方向で取
り組むことが求められているが、さらに、近年、一定の医学的教育 。実務経験を前提に専

門的な臨床実践能力を有する者護師の養成が急速に進みつつあり、その能力を医療現場で

最大限に発揮させることが期待されている。

○ こうした期待に応え、医療の安全と憲者の安心を十翁に確保しつつ、薔護師の専門性を
活かして医療サービスの質や患者の QOLをよリー層向上させるためには、看護8市により
実施することが可能な行為を拡大することと併せて、一定の医学的教育 。実務経験を前提

に専門的な臨床実践能力を有する着護師 (以下「 1寺定看護師」(仮称)という。)が、従来、

一般的には「診療の補助」に含まれないものと理解されてきた一定の医行為 (以下「特定

の医行為」という。「別紙」参照)を医師の指示を受けて実施できる新たな枠組みを構築す

る必要がある。

○ この枠組みの構築に当たつては、特に、「1寺定の医行為」の範囲やI13定着護師 (仮称)の



要件をどう定めるかが重要となるが、これらの点については、医療現場や養成現場の関係
者等の協力を得て専F9的 。実証的な副」査 `検討を行つた上で決定する嚇要がある。また、
1き定着護師 (仮称)の養成の状況が不鴫確な中では、現場の混舌しをできるだ |サ少な<して
い<よ うな配慮も必要である。

○ したがって、当面、現行の保 BJ」看法の下において、医療安全の確保に十分留意しながら、
特定蕎護師 (仮称)が特定の医行為を実施することを原興」とする内容の試行を行うことが
適当である。また、この試行の中で、特定看護師 (ll■称)以外の看護師によっても安全に
実施 し得ると半」断される行為があるかどうかも含わせて検証することが望ましい。その上

で、試行の結果を速やかに検証し、医療安全の確保の観点から法市」イじを視野に入れた具体

的な l苦置を講じるべきである (,

○ また、医師の 1旨示を受けずに診療行為を行う「す―スプラクティショナー」(NP)に つ
いては、医 8雨の指/1Nを受けて「診療の補助」行為を行う喬護師・特定喬護師 (仮称)とは
異なる性格を有しており、その導入の必要性を含め基本的な論点について慎重な検討が賭

要である。さらに、いわゆる「フィジシャン・アシスタント」(PA)については、喬 i笙師
11の業務拡大の lrla陶貧1を踏まえつつ、タト科医を巡る様々な課購1(タト利医の業務負担、処遇、
専門医益成システム等‐)の一環として、引き続き検討することが望まれる (,

○ なお、一部の委員から、「特定の医行為は特定看 i笙師 (ll■称)しか実施できないとした
場合には、医療現場が混舌しするおそれがある」として、特定看護師 (lly称 )の増入につい
て3螢い懸念が表明された .,

(5)専門的な臨床実践能力の確認

○ 特定蕎護師 (仮称)には、その業務の性格に照らし、看護 8市としての豊富な実務経験と
ともに、さらに基礎医学 。臨床医学 。薬理学等の履修や特定の医行為に関する十分な実習・

研修が求められる。また、全国的な適用性を確保するためには、実務経験 kjD教育・研修の

結果修得した矢□i載 。半」断力・技術について、公正 。中立的な第三者機関による確認も必欝

である。

○ 以上から、特定着護師 (仮称)の要件としては、基本的には、11看護師として一定の実
務経験を有し、12特定着護師 (仮称)の養成を目的とするものとして第二者機 F■lが言忍定し
た大学院修士課程を修了し、(3,第三者機関による知識・能力・技術の確認・評価を受ける

こと、が適当であるが、その詳細については、以下の点にも留意しながら、医療現場や類

似の看護師の養成に取り組む大学院修士課程の関係者等の協力を得て専 P目的 。実証的な検

討を行つた上で決定する必要がある。

(ア)実 務経験の程度や実施し得る特定の医行為の範囲に応じて 2の修士課程修了の代わ
りにLじ較的短期間の研修等を要件とするなど、 :囀1カ的な取lleぃ とするよう配慮する必要

があること (

(イ)一 定期FE38ごと (悸」えば 5年ごと)に能力を確瀞 評価する仕組み (更新制)や、業務
の実施に必要とされる専P9性に応じて一定の分野ごとに能力を確認・評価する仕組みを



設けるなど、専P5的な臨床実践能力を十分に確保できるよう配慮する必要があること。

(ウ)特 定看護師 (仮称)の養成課程については、質・量ともに充実した臨床実習 (医師等
の実務家教員や実習病院の確保等)が可能となるよう配慮する必要があること。

○ なお、現在、多<の奮護系大学院修士課程において、専門看護師の養成が行われている
が、特定者護師 (仮称)の新たな枠組みの構築を踏まえ、専 Fヨ者護師の業務や養成の在り

んについても、必要に応じ関係者による見直しが行われることが期待される。

3。 看護師以外

(1)薬剤師

○ 医療技術の進展とともに薬物療法が高度イじしており、チーム医療において、薬剤の専 138
家である薬斉」師が主体的に薬物療法に参加することが、医療安全の確保の観点から非常に

有益である。

○ また、近年は後発医薬品の種類が増加するなど、薬斉」の幅広い知識が必要とされている
が、病棟において薬剤師が十分に活用されておらず、医師や看護師が注射剤の調製 (ミキ

シング )、 冨」作用のチェックその他薬斉」の管理業務を担つている場面も少な<ない。

○ さらに、在宅医療を始めとする地上或医療においても、薬剤師が十簿に活用されておらず、
看護師等が居宅憲者の薬剤管理を担っている場面も少な<ない。

○ 一万で、日本医療薬学会が認定する「がん専 Pヨ薬斉」師」、日本病院薬斉」師会が認定する「専
P目薬剤師」「言忍定薬斉」BW」 等、高度な矢□識 。技能を有する薬斉」師が増力0している。

○ こうした状況を踏まえ、現行制度の下、薬斉」師が実施できるにもかかわらず、薬斉」師が
十翁に活用されていない業務を改めて明確イじし、薬剤師の活用を促すべきである。

【業務 15j】
。 医師・薬剤師等で事前に作成 。合意されたブロ トコールに基づき、医師・蕎護師と

協101して薬斉」の種類、投与量、投与万法、投与期PB5の変更や検査のオーダを実施

。 薬剤選択、投与量、投与方法、投与期FD3等について積極的な処方の提案

。 薬物療法を受けている患者 (在宅憲者を含む。)に文」する薬学的管理 (患者の副作用

の状況の 1巴握、服薬指導等 )

・ 薬物の血中濃度や昌」作用のモニタリング等に基づき、副作用の発現状況や有効性の

確認を行うとともに、薬斉」の変更等を医8雨に提案

。 薬物療法の経過等を確認した上で、前回処方と同一内容の処方を医師に提案

。 タト来イじ学療法を受けている憲者に文」するインフォーム ドコンセントヘの参画及び薬
学的管理

・ 入院患者の持参薬の確認・管理 (服薬計画の医師への提案等 )

。 定期的に日」作用の発現の確認等を行うため、処万内容を分割して調斉」

・ 抗がん剤等の適切な無菌調製



○ また、医療スタッフそれぞれの専 |'り性を活か して薬斉Jの選択 Kl」使用に関する業務を行う
場合も、医療安全の確保に万金を期す観点から、薬斉」81:の助言を必要とする場面/ON想定さ

れる。このような場面において、薬斉」の響門家として各医療スタッフからの相談に応じる

ことができるような体市」を整えることも重要である。

○ 今後は、平成 24年度から新制度 (薬学教育 6年制)下で教育を受けた薬斉」師が輩出さ
れることを念頭に、医療IIn場 (医 8雨 。薬斉」師 。患者等)における薬斉」師の評価を確立する
必要がある。その上で、13来的には、医療現場におけるエーズも踏まえながら、例えば
,薬 斉」師の責任下における斉」形の選択や薬斉」の一包イじ等の実施
・ 繰り返しl_4用可能な処庵せん (いわゆるリフ ィル処んせん)の増入
・ 薬物療法への主体的な参加 (薬 llaの血中濃度

"11定

のための採血、検査オーダ等の実施 )
・ 一定の条件の下、処方せんに記載された指示「Al容 を変更した訂む斉」、投薬及び服薬指増
11の実施

等、さらなる業務 1砲囲・役害」の拡大について、検討することが望まれる
`

(2)動産師

○ 周産期ERI療の場面において、過重労働等による産科医不足が指摘される-7D~で、助産師
は、正常分娩であれば自ら責任を持つて助産を行うことができること/3Xら、産科医との連
携 。協力 。役害」翁担を進めつつ、その専門性をさらに活用することが期待される。

○ 一般的に正常分娩の範囲ときえられる場合であっても、始娩0薔に会陰に裂傷が生じるケ
ース/01あるが、この会陰裂傷の縫含については、従来、助産師による実施の可否が明確に

されておらず、現場においても半」断が分かれてきた。会陰裂傷の縫含については、安全か
つ適切な助産を行う上で必要性の高い行為であることを考慮しつつ、安全性の確保のllll点
から、助産師が対応可能な裂傷の程度や助産師と産科医の連携の在り方等について臨床現

場での試行的な実施と検証を行い、その結果を踏まえて最終的な結論を得ることが適当で

ある(,

1_1)Jlハビリテーション関係職種

○ リハビリテーションF■l係職 I・

lTについては、憲者の高齢イじが進む中、憲者の運動機能を維

持し、QOLの 向上等を推進する観点から、仮」えば、病棟における急性期の患者に対する
リハビリテーション (ベ ッドサイドリハ)や在宅医療における訪問リハビリテーションの
必要性が高まるなど、リハビリテーションの専門家として医療現場において果たし得る役

害」がより大き<な っている
`,

○ こうした状況を踏まえ、リハピリテーション関係職輝がそれぞれの専F9性を十分に活か
し、安全で質の高いリハビリテーションを提供できるよう、それぞれ業務範囲の拡大等を

行うべきである。また、業務範囲の拡大に当たっては、新たな業務を安全かつ円滑に実施

できるよう、追加的な教育 。研修等の必要性について検討を行うべきである。

【理学療法士】



○ 理学療法■については、0乎吸機能が低下した悪者に文」し、E乎吸リハビリテーションの一
環として「体位排痰法」(痰が溜まっているところが上になるように姿勢を変えて、重力を

利用して喉もとまで痰を移動させる方法)等を実施する際、□の近<まで集めた痰を患者

自身が自力で外に出すことができず、吸引が必要となるケースがある。

○ この喀痰等の吸引については、従来、理学療法士法第 2条に規定する「理学療法」の範
囲に含まれるかどうか明らかでないため、理学療法士は実施することができないと考えら

れてきたが、理学療法の手法である「体位排痰法」等を安全かつ適切に実施する上で当然

に必要となる行為であることを考慮し、理学療法士が行い得る行為として認める方向で解

釈を明確イじすべきである。

【作業療法士】

○ 作業療法土については、作業療法士法第 2条の「作業療法」の定義中の「手芸、工作そ
の他の作業を行わせること」という文言にとらわれ、医療現場において手工基を行わせる

職種といつた認識が広がつている。しかしながら、実際には、「その他の作業を行わせる

こと」として、例えば以下のようなリハビリテーションがある。

・ 移動、食事、排泄、入浴、家事等の日常生活動作に関する∧DL割‖練
。 発達障害や高次機能障害等に対するリハビリテーション

○ これらのリハビリテーシヨンにおける作業療法士の活用を推進し、作業療法士がチーム
医療において十分に専門性を発揮できるよう、作業療法士法第 2条の「その他の作業を行
わせること」の内容を解釈上明確化すべきである。

○ また、作業療法士についても、食事訓練を実施する際、誤鎌に文」応するために0客痰等の
吸
.弓

|が必要となるケースがあるので、食事訓練を安全かつ適切に実施する上で当然に必要

となる行為であることを考慮し、作業療法士が行い得る行為として認める万向で解釈を明

確イじすべきである。

【言語聴覚士】

○ 言語聴覚士については、嗽下訓練を実施する際、誤廉に対応するために喀痰等の吸引が
必要となるケースがあるので、廉下訓練を安全かつ適切に実施する上で当然に必要となる

行為であることを考慮し、言語聴覚士が行い得る行為として認める方向で解釈を明確イヒす

べきである。

(4)管理栄養上

○ 管理栄養士については、悪者の高齢イじや生活習慣病の有病者の増加に伴い、悪者の栄養
状態を改善 。維持し、免疫力低下の防止や治療効果及びQOLの 向上等を推進する観点か
ら、傷病者に対する栄養管理 。栄養指導の専門家として医療現場において果たし得る役割

が大き<なつている。

○ こうした状況を踏まえ、管理栄養士の専門性のさらなる活用の観点から、現行制度の下



において、
。 一月隻治療食 (常食)については、医8市の包l舌的な据むに基づ<~2‐11内容や形態の決定 。

変更

・ 特電」治療食については、医師に対する食事内容や形態の提案 (変更の提案を含む。)
を行うことができる旨を明確化すべきである。

○ また、憲者に対する栄益指増についても、クリティカルバスによる明示等、医師の包括
的なl旨導に基づき、適切な実施0寺期を半」断しながら実施することができる旨を明確イヒすべ

きである。

○ さらに、経腸栄養療法を行う際、様々なIrll類の経腸栄養斉」の中から各忠者に合わせて選
択・使用する必要があるところ、性'理栄益上の専 |〕」性を活かし、経腸栄益斉」のl・

lll類の選択・

変更11を医3面に提案することができる旨を明確イじすへきである(′

J_5)臨床工学技士

○ 臨床工学技上については、近年、医療技術の進歩による医療機器の多様化・高度イしに伴
い、その操作や笹i理等の業務に必要とされる矢□ilt・ 技術の専門性が高まる中、当該業務の

専門家として医療現場において果たし得る役害」が大き<な っており、その専「彗性を活かし
た業務が円滑に実施できるよう、業務範囲の見直しを行うべきである、,また、業務範囲の
拡大に当たっては、新たな業務を安全かつ円滑に実施できるよう、追加的な教育 。研修等
の必要性について検討を行うべきである。

○ 臨床工学技士が、憲者に人工 0乎吸器を装書iさせる際、気道の粘液分泌量が多<なるなど、
適正な換気状態を維持するために気管挿管チュープ内の0客痰等の吸弓|が必要となるケース

がある。この喀痰等の ll■弓|については、昭和 63年に厚生労 llllll省 が発出した「臨床工学技
士業務指針Jにおいて、「吸引の介助Jの実施が可能である旨は明らかにされているものの、
「吸 31」 の実施の EDl否については明確にされておらず、臨床工学技■は実施つ

‐
ることはで

きないと考えられてきたが、人工0寧吸器の操 4乍を安全かつ適切に実施する上で当然に必要

となる行為であることを考慮し、臨床工学技士が行い得る行為として認める方「o‐」で解釈を

明確イじすべきである ()

○ また、臨床工学技士が、人工 0乎吸器を操作して 0乎 0/m療法を行う際、血液中のガス濃度の
モニターを行うため、既に勤脈に留置されたカテーテルから採血を行う嚇要/Dtある。この

留置カテーテルからの採血については、臨床工学技師制度の倉」設当初 (0召和 63年)に厚
生労lpl省が発出した「臨床工学技士業務指針」において、安全かつ適切な業務の実施を確

保する観点から、臨床工学技士は行つてはならない旨業務指針として示されている。しか

しながら、市」度が十分に成熱し、臨床現場における臨床工学技士に対する評価が定まつて

きた現在の状況にかムノがみね′ば、人工0平吸器の操作を安全/oNつ適切に実施する上で当然に

必要となる行為であること、臨床工学技士の技術の高度イじを巻慮し、臨床工学技士が行い

得る行為として明確イじすへきである (,

○ なお、「臨床工学技士業務指£lJについては、臨床工学技土術」度の施行当初は安全かつ適
切な業務実施を確保する観点から、厚生労働省が業務指針を示す必要性は高かったと考え



られるが、制度施行から 20年以上が経過し、十分に制度が成熟した現状においては、職
能団体や関係学会の自主的な取組によって、医療技術の高度イじ等に文」応しながら適切な業

務実施が確保されるべきである。こうした観点から、当該業務指針については、廃止も含

め、今後の取扱いを検討すべきである。

(6)診療放射線披師 _

○ 診療放射線技師については、医療技術の進歩により悪性1重瘍の放射線治療や画像検査が
一般的なものになるなど、放射線治療。検査。管理や画像検査にFElする業務が増大する中、

当該業務の専門家として医療現場において果たし得る役害」が大き<な つている。

○ こうした状況を踏まえ、診療放射線技師の専P]性のさらなる活用の観点から、現行制度
の下、″」えば、画像診断等における読彩の補助や放射線検査等にFllする説明 。相談を行う

ことが可能である旨を明確化し、診療放劇線技師の活用を促すべきである。

(7)臨床検査鏡師

○ 臨床検査技8市については、近年の医療技術の進歩や憲者の高齢イしに伴い、各種検査に関
係する業務量が増加する中、当該業務を広<実施することができる専門家として医療現場
において果たし得る役害」が大き<な つている。

○ こうした状況を踏まえ、臨床検査技師の専門性をさらに広い分野において発揮させるた
め、現在は臨床検査技師が実施することができない生理学的検査 (臭覚検査、電気味覚検

査等)について、専P詈家や関係学会等の意見を参考にしながら、追加的な教育 。研修等の

必要性も含め、実施の可否を検討すべきである。

(3)事 務職員等 (医療クラーク等 )

○ 書類作成等 診 断書、意見書、紹介状の作成等)に関する業務量の1曽加により、医師・
看護師の負担が贈力Dしており、一方で、悪者慣」では書類作成までの時Fo3が長期化している

ことなどへの不満が増大していることから、医療関係事務に関する処理能力の高い事務職

員 (医療クラーク)を積極的に導入し、医師等の負担軽減を図るとともに、患者・家族ヘ

のサービス向上を推進する必要がある。

○ こうした観点から、例えば、医療クラークの最の確保 (必要養成数の把握等)、 医療クラ
ークの質の確保 (言忍定。検定制度の導入等 )、 医療機F90における医療クラークの導入支援 (院

内研修ガイドラインの作成)等、導入の推進に向けた取組を実施すべきである。

○ また、医療クラークのみならず、蕎護業務等を補助する者護補助者、他施設と連携を図
りながら憲者の退院支援等を実施する医療ソーシャルワーカー (MSW)、 医療スタッフPB3

におけるカルテ等の診療情報の共有を推進する診療情報管理士、検体や諸書類・伝票等の

運搬業務を担うポーターやメッセンジャー等、様々な事務職員を効果的に活用することに



より、医師等の負担軽減、提供する医療の頭の庵上、医療安全の確保を図ることが可能と
なる。こうした[,1点から、各lllj事務llill員の導入の推進に向けた取組 (医療現場における活
用状況の把握、業務ガイドラインの作成、認定 。検定制度の工l入等)の実施を検討すべき
である。

(9)介護職員

○ 地域における医療・介護等の連携に基づ<ケアの提供 (地域包括ケア)を実llBし、看護
師の負担軽減を図るとともに、悪者・家族のサービス向上を推進する観点から、介護llit員

と蕎護職員の役害」分担と連 |∫1をよリー層進めてい<必要がある、,

○ こうした観点から、介護職ιlによる一定の医行為 (たんの ll■ ttklD経管栄益11)の具体的
な実施方策について、別途早急に検討すべきであるで,

生,医療スタッフ間の連携の推進

玉上_)_医療スタッフ間の連携の在り方

○ 上記のような各医療スタッフの専 |→」性の向上や業務範囲。役害」の拡大を活かして、患者・

家族とともに質の高い医療を実現するためには、チームとしての方針の下、包括的指示を

活用しつつ各医療スタッフの専門性に積極的に委ねるとともに、医療スタッフ間の連携・

補完を一口進めることが重要である (,

○ 鍾療スタッフ問の連携・補完については、場面によって様ノマな取組が考えられるが、具
体的には、惨Jえば、以下のような取組が行わね′ている

`、

◆ 各診療科・部 IIりの取組として、手順書 klDフ Elトコールの作成により平常 0もの役害」分担
や緊急 8寺対応の手順 。責任者を明確イじするとともに、担当者への教育 。副|1練、医療スタ

ッフ周における 1亡1者情報の共有や日常的なコミュニケーションを推進

◆ 院内横断的な取組として、医師 。歯科医 g市を中心に、複数の医療スタッフが連携して
憲者の治療に当たる医療チーム (栄養サポー トチーム等)を組織

【医療チームの具体例】
。 栄養サポー トチーム :医師、歯科医師、薬斉」師、書護 g雨、管理栄養士 等
・ 感染制御チーム :医師、薬斉」師、着護 8雨、管理栄養士、臨床検査技師 等
・ 緩和ケアチーム :EIF師、薬斉」師、蕎護師、理学療法士、MSW 等:

・ □腔ケアチーム :医 8雨、歯科医 8雨、薬斉」師、看護師、歯科衛生士 等
・ 0乎吸サホー トチーム :医師、薬斉」8市、蕎護師、理学療法士、臨床工学技士 `4
・ 摂食囃下チーム :医師、歯科医 ell、 薬斉」師、看護師、管理栄養士、言語聴覚士 等
・ 褥痛対策チーム :錘師、薬斉」師、看護師t管理栄養士、理学療法士 等
。 周術期管理チーム :医師、歯科医師、薬斉」師、蕎護師、臨床工学技士、理学療法士 等



◆ I13定の疾患 (がん、糖尿病 。高血圧 。高脂血症等の生活習慣病等)に文」する目又組とし

て、複数の医療スタッフが連携して憲者の治療や生活習慣の改善に当たるチームを組織

◆ 地域横断白9な取組として、病院・診療所 (医師 )、 歯科診療所 (歯科医師 )、 訪間看護
ステーション (看護師 )、 薬局 (薬剤師 )、 保健所 (保健師等 )、 介護保険事業所 (ケアマ

ネジャー)等が退院時カンフアレンスに参加するなど、在宅医療・介護サービスにおけ

る役割分担と連携を推進

◆ 周産期医療における取組として、院内助産所・助産師タト来の設置や周産期医療ネット
ワークにおいて地i或の助産所との連携体制を構築することにより、産科医と助産師のFo5

で、正常分娩の助産業務を自立して実施できるという勤産師の専門
ll■を活かした役害」分

担と連携を推進

(2)医療スタッフ間の連携の推進方策

○ こうしたチーム医療の実践を全国に普及させるためには、各医療スタッフの専門性を活
かした安全で質の高い医療を提供し得る環境を整えていることが社会的に認知される仕組

みや、その貿の高さが適正に評価される仕組みなど、医療機関に何らかのインセンティブ

が存在する必要がある。一方、患者 。家族にとつても、こうした医療機関の存在が十簿に

情報提供され、医療機関を選択する際の有用な情報を容易に入手することができるような

環境が整備されることが望ましい。

O こうした観点から、チーム医療の実践に必要とされる事項について、一定の客観的な基
準を設けるとともに、当該基準を満たしている安全かつ良質な医療を提供し得る医療機関

が社会的に認知・評価されるような新たな枠組みを構築する必要がある。

○ 具体的には、例えば、チーム医療を行う体制が整えられているかどうか、チーム医療を
行う設備が整備されているかどうか、チーム医療の具体的な活動が行われているかどうか、

といった基準に基づき、公正 。中立的な第二者機FElにおいてチーム医療を推進する医療機

関等として認定する仕組みを博入すること等を検討する必要がある。

○ なお、認定基準の策定に当たつては、今後、医療現場の関係者等の協力を得ながら、医
療現場の実態を踏まえた上で、安全性の確保など様々な観点から専門的な調査

。検討を行

った上で決定する必要がある。

○ また、チーム医療を推進する医療機関等として認定されたことについて、患者等が医療
機関を選択する際の有用な情報として提供することができるよう、医療機関が広告するこ

とができる事項として位置づけるなど、チーム医療を推進する医療機関等が患者 。医療現

場から広<認矢□されるような仕組みを検討すべきである。

○ さらに、チーム医療を推進するために必要なコス トや、チーム医療の推進によって提供
可能となる医療サービスの質の高さ等、種々のエビデンスについて、公正

。中立的な第二

者機関の協力を得ながら的確に検証
。把握するとともに、必要に応じ、財政支援や診療報

酎‖上の措置等の文」策を検討すべきである。



ヨβ上公護な第翼者機関

○ チーム医療を推進する医療機肉等について、その水準を検証 。評価 L/、 貿を確保すると
ともに、その評価が医療現場においてスムーズに受け入れられるためには、特定の医療ス

タッフ関係者等による評価システムではな <、 医療関係者の幅広い協力を得て運営される

塞観的かつ公正な評価システムが必要である。

○ このため、多様な医療スタッフ/Dhら公平な立場で、国民の多様な意見を聴取しつつ、臨
床現場の関係者、医師 。看護師を始めとする医療スタッフ関係者、教育 。養成現場の関係

者、関係学会等が参画できる検討の場としての第二者機関が必要である(,

○ なお、特定看護師 (仮称)11、 チーム医療の推進に必要な人材の検証 。評価に関するシ
ステムについても、チーム医療を推進する医療機じU等‐の検証 。評価と同様の理由から、公

正 。中立的な始三者機関が担うべきであるで,

おわりに

○ 本検討会では、医療現場の関係者の方腱からヒアリングを行いながら、チーム医療を推
進するための具体策について検討を重ね、本報告書を取りまとめたところであるが、厚生

労働省においては、本報告書を受け、今後も関係者の意見を十分に噌重しながら、各 I・

l13具

体策の実現のために必要な準‖もに取り組まれることを期待するて,

O また、医療技術の進歩や教育環境の変イし等に伴い、医療スタッフの能力・専門性の程度
や忠者 。家族 。医療関係者のニーズ等が日々変イヒしていることを意頭に置き、厚生労働省
においては、今後も医療現場の lllJl向を適切に把握するとともに、必要に応 じ各医療スタッ

フの業務
`範

囲を見直すなど、折々の状況に応じたチーム医療の在り方について、適時検討

を行うべきである .、

○ さらに、各医療スタッフの益成機関、職能団体、各 l・

lll学会等においては、チーム医療の

実現の前 1足となる各魔療スタッフの矢□

'3t・

技術の向上、複数の llin不 1,の連携に関する教育 。

啓発の推進といった観点から、 llll々の取組が積極的に進められることを期待する。



【胃」紙】

特定の医行為として想定される行為例

「特定の医行為」(従来、一般的には「診療の補助」に含まれないものと理解されてきた

一定の医行為であり、特定着護師 (仮称)が医師の指示を受けて「診療の補助」として実
施。)は、汐」えば、重篤な含併症を誘発するリスクが低いこと、出血した場合の止血が容易

であること、合併症への文」処万法等が確立していること、予漫1し得る冨」作用が一時的かつ

軽度であること等を基準として、以下のような行為が想定されるが、今後、医療現場や養

成現場の関係者等の協力を得て専門的 。実証的な調査・検討を行つた上で決定する必要が

ある。なお、以下の行為については、専 P目的 。実証的な調査 。検討の結果、特定看護師 (仮

称)以外の蕎護師であつても安全に実施することができると半」断される可能性がある。
チーム医療の推進の観点から、「特定の医行為」の実施に当たっては、薬斉」師その他の医

療スタッフと相談するなど十分な連携を図ることが望まれる。

検査等

。 悪者の重症度の評価や治療の効果判定等のための身体所見の把握や検査

・ 動脈血ガス測定のための採血など、侵襲性の高い検査の実施

。 エコー、胸部単純×線撮影、CT、 MRI等の実施時期の判断、読影の補助等 (エコ
ーについては実施を含む。)

。 |∨R8もの造影剤の投与、カテーテル挿入時の介助、検査中・検査後の憲者の管理等

一 これにより、救急タト来において、必要に応じた検査を実施した上で トリアージを禽
む初期文」応を行うことが可能となり、症状の早期改善、憲者の不安解消等、サービス

の向上につながることとなる。

◆ 処置
。 人工呼吸器装着中の憲者のウイニング、気管挿管、抜管等

・ 倉」部 ドレーンの抜去等

。 縫含等の倉」傷処置

。 褥層の壊死組織のデプリードマン等

一 これにより、人工呼吸器装着中の憲者への文」応において、呼吸状態や検査データ等
の1巴握から酸素投与量の調整、抜管の時期の判断、抜管の実施に至るまでの一連の行

為を行うことが可能となり、診療計画の円滑な実施に資することとなる。

また、倉」音Eド レーンの抜去や倉」傷処置について、悪者の身体的状態や療養生活の状

況から適切な実施時期を判断して実施することが可能となり、悪者のQOLの 向上に
つながることとなる。

◆ 憲者の状態に応じた薬剤の選択 。使用
・ 疼痛、発熱、脱水、便通異常、不眠等への対症療法

・ 副作用出現時や症状改善時の薬斉」変更 。中止

一 これにより、在宅療養中の悪者に文」して、必要に応じ検査を実施しながら全身状態



をl巳握した上で必要な薬斉jを使用することにより、摂食不良、便通異常、脱水等に文」

応することが可能となり、在宅療益の維持に資することとなる。

意た、術後管理が必要な憲者に文」して、忠者の状態に合わせて必要な0寺期に必要な

薬斉」(1や類、昼)を使用することが可能となり、状態悪イじの防止、術後の早期回復等、
1悲者のQOLの 100上につながることとなる。

“
争



参考資料 2

医政発 043
平成 22年 4

0第 1号

月 30日

各都道府県知事 殿

厚生労働省医政局長

医療スタッフの協働・連携によるチーム医療の推進について

近年、質が高 く、安心で安全な医療を求める患者・家族の声が高まる一方で、医療の高

度化や複雑化に伴う業務の増大により医療現場の疲弊が指摘されるなど、医療の在り方が

根本的に問われているところである。こうした現在の医療の在 り方を大きく変え得る取組

として、多種多様な医療スタッフが、各々の高い専門性を前提とし、目的と情報を共有し、

業務を分担するとともに互いに連携・補完し合い、患者の状況に的確に対応した医療を提

供する「チーム医療」に注目が集まっており、現に、様々な医療現場で「チーム医療」の

実践が広まりつつある。

このため、厚生労働省では、「チーム医療」を推進する観点から、「医師及び医療関係職

と事務職員等との間等での役割分担の推進について」 (平成 19年 12月 28晨付け医政発第
1228001号厚生労働省医政局長通知。以下「局長通知」という。)を発出し、各医療機関の
実1構に応じた適切な役割分I13を推進するよう周知するとともに、平成 21年 8月 から「チー
ム医療の推進に関する検討会」 (座長 :永井良三東京大学大学院医学研究科教授)を開催
し、日本の実 1.青に即 した医療スタッフの協働 “連携の在 り方等について検討を重ね、平成

22年 3月 19日 に報告書「チーム医療の推進について」を取 りまとめた。

今般、当該報告書の内容を踏まえ、関係法令に照らし、医師以外の医療スタッフが実施

することができる業務の内容について下記のとおり整理したので、貴職におかれては、そ

の内容について御了知の上、各医療機関において効率的な業務運営がなされるよう、貴管

内の保健所設置市、特別区、医療機関、関係団体等に周知方願いたい。

なお、厚生労働省としては、医療技術の進展や教育環境の変化等に伴い、医療スタッフ

の能力や専門性の程度、患者・家族“医療関係者の二―ズ等も変化することを念頭に置き、

今後も、医療現場の動向の把握に努めるとともに、各医療スタッフが実施することができ

る業務の内容等について、適時検討を行う予定であることを申し添える。

ヨ
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1.基本的な考え方

各医療スタッフの専門性を十分に活用して、患者・家族とともに質の高い医療を実現

するためには、各医療スタッフがチームとして目的と情報を共有した上で、医師等によ

る包括的指示を活用し、各医療スタッフの専門性に積極的に委ねるとともに、医療スタ

ッフ間の連携・補完を一層進めることが重要である。

実際に各医療機関においてチーム医療の検討を進めるに当たつては、局長通知におい

て示したとおり、まずは当該医療機関における実情 (医療スタッフの役割分担の現状や

業務量、知識・技能等)を十分に把握し、各業務における管理者及び担当者間において

の責任の所在を明確化した上で、安心・安全な医療を提供するために必要な具体的な連

携・協力方法を決定し、医療スタッフの協働・連携によるチーム医療を進めることとし、

質の高い医療の実現はもとより、快適な職場環境の形成や効率的な業務運営の実施に努

められたい。

なお、医療機関のみならず、各医療スタッフの養成機関、職能団体、各種学会等にお

いても、チーム医療の実現の前提となる各医療スタッフの知識・技術の向上、複数の職

種の連携に関する教育・啓発の推進等の取組が積極的に進められることが望まれる。

2.各医療スタッフが実施することができる業務の具体例
(1)薬剤師

近年、医療技術の進展とともに薬物療法が高度化しているため、医療の質の向上及

び医療安全の確保の観点から、チーム医療において薬剤の専門家である薬剤師が主体

的に薬物療法に参加することが非常に有益である。

また、後発医薬品の種類が増加するなど、薬剤に関する幅広い知識が必要とされて

いるにもかかわらず、病棟や在宅医療の場面において薬剤師が十分に活用されておら

ず、注射剤の調製 (ミ キシング)や副作用のチェック等の薬剤の管理業務について、

医師や看護師が行つている場面も少なくない。

1)薬剤師を積極的に活用することが可能な業務

以下に掲げる業務については、現行制度の下において薬剤師が実施することがで

きることから、薬剤師を積極的に活用することが望まれる。

① 薬剤の種類、投与量、投与方法、投与期間等の変更や検査のオーダについて、
医師・薬剤師等により事前に作成・合意されたプロトコールに基づき、専門的知

見の活用を通じて、医師等と協働して実施すること。

② 薬剤選択、投与量、投与方法、投与期間等について、医師に対し、積極的に処
方を提案すること。

③ 薬物療法を受けている患者 (在宅の患者を含む。)に対し、薬学的管理 (患者の
副作用の状況の把握、服薬指導等)を行うこと。

④ 薬物の血中濃度や副作用のモニタリング等に基づき、副作用の発現状況や有効
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性の確認を行うとともに、医師に対し、必要に応じて薬剤の変更等を提案するこ

と。

⑤ 薬物療法の経過等を確認した上で、医師に対し、前回の処方内容と同一の内容
の処方を提案すること。

③ 外来化学療法を受けている患者に対し、医師等と協働 してインフォーム ドコン
セン トを実施するとともに、薬学的管理を行うこと。

(2)入院患者の持参薬の内容を確認した上で、医師に対し、服薬計画を提案するな
ど、当該患者に対する薬学的管理を行うこと。

(8, 定期的に患者の副作用の発現状況の確認等を行うため、処方内容を分割して調

剤すること。

19' 抗がん剤等の適切な無菌調製を行うこと()

2)薬斉1に関する相談体制の整備
薬剤師以外の医療スタッフが、それぞれの専門性を活かして薬剤に関する業務を

行う場合においても、医療安全の確保に万全を期す観点から、薬斉1師の助言を必要

とする場面が想定されることから、薬剤の専門家として各医療スタッフからの相談

に応じることができる体制を整えることが望まれる。

(2)リ ハビリテーション関係職種
近年、患者の高齢化が進む中、患者の運動機能を維持し、QOLの 向上等を推進す
る観点から、病棟における急性期の患者に対するリハビリテーションや在宅医療にお

ける訪間リハビリテーションの必要性が高くなるなど、リハビリテーションの専門家

として医療現場において果たし得る役割は大きなものとなっている。

1)喀痰等の吸引
(1)IEE学療法士が体位排痰法を実施する際、作業療法士が食事訓練を実施する際、

言語聴覚士が嘩下訓練等を実施する際など、喀痰等の吸弓|が必要となる場合があ

る。この喀痰等の吸引については、それぞれの訓練等を安全かつ適切に実施する

上で当然に必要となる行為であることを踏まえ、理学療法士及び作業療法士法 (昭

和 40年法律第 137号)第 2条第 1項の「理学療法」、同条第 2項の「作業療法」
及び言語聴覚士法 (平成 9年法律第 132号)第 2条の「言語訓練その他の訓練」
に含まれるものと解 し、理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士 (以下「理学療

法士等」という。)が実施することができる行為として取り扱う。
(2, 理学療法士等による喀痰等の吸引の実施に当たっては、養成機関や医療機関等
において必要な教育・研修等を受けた理学療法士等が実施することとするととも

に、医師の指示の下、他職種との適切な連携を図るなど、理学療法士等が当該行

為を安全に実施できるよう留意 しなければならない。今後は、理学療法士等の養

成機関や職能団体等においても、教育内容の見直しや研修の実施等の取組を進め
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ることが望まれる。

2)作業療法の範囲
理学療法士及び作業療法士法第 2条第 2項の「作業療法」については、同項の「手

芸、工作」という文言から、「医療現場において手正芸を行わせること」といった認

識が広がっている。

以下に掲げる業務については、理学療法士及び作業療法士法第 2条第 1項の「作

業療法」に含まれるものであることから、作業療法士を積極的に活用することが望

まれる。

・ 移動、食事、排泄、入浴等の日常生活活動に関するADL副 1練
・ 家事、外出等の IADL罰 1練
・ 作業耐久性の向上、作業手順の習得、就労環境への適応等の職業関連活動の訓

練

・ 福祉用具の使用等に関する訓練

・ 退院後の住環境への適応訓練
口 発達障害や高次脳機能障害等に対するリハビリテーション

(3)管理栄養士

近年、患者の高齢化や生活習慣病の有病者の増加に伴い、患者の栄養状態を改善・

維持し、免疫力低下の防止や治療効果及びQOLの 向上等を推進する観点から、傷病
者に対する栄養管理・栄養指導や栄養状態の評価・判定等の専門家として医療現場に

おいて果たし得る役割は大きなものとなつている。

以下に掲げる業務については、現行制度の下において管理栄養士が実施することが

できることから、管理栄養士を積極的に活用することが望まれる。

① 一般食 (常食)について、医師の包括的な指導を受けて、その食事内容や形態
を決定し、又は変更すること。

② 特別治療食について、医師に対し、その食事内容や形態を提案すること (食事
内容等の変更を提案することを含む。)。

③ 患者に対する栄養指導について、医師の包括的な指導 (ク リティカルパスによ
る明示等)を受けて、適切な実施時期を判断し、実施すること。

④ 経腸栄養療法を行う際に、医師に対し、使用する経腸栄養剤の種類の選択や変
更等を提案すること。

(4)臨床工学校士

近年、医療技術の進展による医療機器の多様化・高度化に伴い、その操作や管理等

の業務に必要とされる知識・技術の専門性が高まる中、当該業務の専門家として医療

現場において果たし得る役割は大きなものとなっている。
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1)喀痰等の吸引
① 人工呼吸器を装着した患者については、気道の粘液分泌量が多くなるなど、適
正な換気状態を維持するために喀痰等の吸引が必要となる場合がある。この喀痰

等の吸弓|については、人工呼吸器の操作を安全かつ適切に実施する上で当然に必

要となる行為であることを踏まえ、臨床工学技士法 (昭和 62年法律第 60号 )第
2条第 2項の「生命維持管理装置の操作」に含まれるものと解 し、臨床工学技士
が実施することができる行為として取り扱 う。

(2)臨床工学技士による喀痰等の吸引の実施に当たっては、養成機関や医療機関等
において必要な教育・研修等を受けた臨床工学技士が実施することとするととも

に、医師の指示の下、他職種との適切な連携を図るなど、臨床工学技士が当該行

為を安全に実施できるよう留意しなければならない。今後は、臨床工学技士の養

成機関や職能団体等においても、教育内容の見直しや研修の実施等の取組を進め

ることが望まれる。

2)動脈留置カテーテルからの採血
(1)人工呼吸器を操作して呼吸療法を行う場合、血液中のガス濃度のモニターを行
うため、動脈の留置カテーテルから採血を行う必要があるて,こ の動脈留置カテー

テルからの採血 (以下「カテーテル採血」という())に ついては、人工呼吸器の操

作を安全かつ適切に実施する上で当然に必要となる行為であることを踏まえ、臨

床工学技士法第 2条第 2項の「生命維持管理装置の操作」に含まれるものと解し、

臨床工学技士が実施することができる行為として取り扱う。

(2)臨床工学技士によるカテーテル採血の実施に当たっては、養成機関や医療機関
等において必要な教育・研修等を受けた臨床工学技士が実施することとするとと

もに、医師の指示の下、他職種との適切な連携を図るなど、臨床工学技士が当該

行為を安全に実施できるよう留意しなければならないて,今後は、臨床工学技士の

養成機関や職能団体等においても、教育内容の見直しや研修の実施等の取組を進

めることが望まれる()

(5)診療放射線技師
近年、医療技術の進展により、悪性腫瘍の放射線治療や画像検査等が一般的なもの

になるなど、放射線治療・検査・管理や画像検査等に関する業務が増大する中、当該

業務の専門家として医療現場において果たし得る役割は大きなものとなっている。

以下に掲げる業務については、現行制度の下において診療放射線技師が実施するこ

とができることから、診療放射線技師を積極的に活用することが望まれるぃ
(1' 画像診断における読影の補助を行うこと(,

12' 放射線検査等に関する説明・相談を行うこと。

(6)その他
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(1)か ら (5)までの医療スタッフ以外の職種 (歯科医師、看護職員、歯科衛生

士、臨床検査技師、介護職員等)についても、各種業務量の増加や在宅医療の推進等

を背景として、各業務の専門家として医療現場において果たし得る役割は大きなもの

となつていることから、各職種を積極的に活用することが望まれる。

また、医療スタッフ間の連携・補完を推進する観点から、他施設と連携を図りなが

ら患者の退院支援等を実施する医療ソーシヤルワーカー (MSW)や 、医療スタッフ
間におけるカルテ等の診療情報の活用を推進する診療情報管理士等について、医療ス

タッフの一員として積極的に活用することが望まれる。

さらに、医師等の負担軽減を図る観点から、局長通知において示した事務職員の積

極的な活用に関する具体例を参考として、書類作成 (診断書や主治医意見書等の作成)

等の医療関係事務を処理する事務職員 (医療クラーク)、 看護業務等を補助する看護

補助者、検体や書類・伝票等の運搬業務を行う事務職員 (ポーターやメッセンジャー

等)等、様々な事務職員についても、医療スタッフの一員として効果的に活用するこ

とが望まれる。

-6-
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第 1回 「チーム医療推進会議」資料



チは一人に攘推進録隋 祓催要鋼

1.趣旨
「チーム医療の推進について」(平成 22年 3月 19日 チーム医療の推

進に関する検討会取りまとめ)を 受け、様々な立場の有識者から構成さ

れる会議を開催し、同報告書において提言のあった具体的方策の実現に

向けた検討を行う。

2_検 討課題

○ チーム医療を推進する医療機関の認定の在 り方について
〇 ザーーム医療を推進するための看護師業務の在 り方 |〔 ついて
○ その他

3.構成員

会議の構成員は、別紙に掲ける有識者とする1,プ l二 だし、必要に応 |、

関係者の日1席を求める11と ができる。

4.運営

本会議の庶務は、厚生労働省医政局で行う。

議事は公開とする。



粽無書的雉骰灘試糀び
」
は順

3.医療スタッフ間の連携の推進

(1)医療スタッフ間の連携の推進方策

チーム医療を推進する医療機関等を認定する仕組みを導入す
ること等を検討.

(2)公正な第二者機関

多様な藤療スタックから公 卜ヽな立場(.臨床現場の関係者、
医療スタッフ関係者、教育・養成現場の関係者、関係学会等か
参画できる検討の場としての第二者機関が必要。

報告書の提言

1。 彗議師の役書Jの拡大

(1)包括的指示の機種的な活用
「包括的指示Jの成立要件を明確化,)        .

(2)警護師の実施可能な行為の拡大 “明確イヒ
「診療の補助Jと して実施することかできる行為の範囲を拡
大する方向でllB確化。そのために必要な看護業務に関する実態
調査や試行等を早急に実施

`,

(3)行為拡大のための新たな枠組みの構築
一定の医学的教育 実ヽ務経験を前提に専 r号的な臨床実践能力
を有する看護師 (特定看護師 (仮称))が 、幅広い隊ィ1為 (特定
の医ri為 ,を 実施てきる新たな枠組みをllll築 ,,特定の医イli為の
範囲や特定看護師 (仮称)の要件を決定するため、医療現場や
養成現場の関係者等の協力を得て専門的・実証的な調査・検討
を実施

`,

2"着 護師以外の医療スタ ッフ等の役割拡大

【薬剤師】
ヽ 現行制度下で実施できる業務を明確イヒ.,

雖動産師漱
“ 会陰裂傷θ)縫合について、安全1生の確保の観点から1式イ

::・

検言Iを実施 (、 当該結果を踏まえ結 i命 `,
Iリ ハビリ関係職種】
 ヽ 「n客痰等の吸弓IJを実施可能な行為と |ン てり1確化 ,,
・ 1作業療法Jの内容を明確化て,
(管理栄養士漏
・ 現行制度下で実施できる業務をり1確化 ,、

【臨床工学校士】
・ I喀痰等の吸引 |、 1留置カテーテルからの採■11を実施

=|能な行為とし′て明確化′,
・ 1臨床工学技士業務1旨 111を 廃止 ,

朦骰農放射織技師】
ヽ 現行制度下て実施できる業務を明確化

`,

最臨床検査技師】
'実 施可能な生理学的検査を拡大て,
【医療クラーク等】
・ 導入の推進に向けた取組を実施。

厚生労働曹の対lit

晰勒働位の対蜻鐘
l゛
檸・こ

|・11画l」 ||

○ 看護業務実態調査を実施 (平 成
22年 度厚生労働科学研究費補助金
事業により実施予定 )。

○ 専門的な臨床実践能力を有する
看言I師の養成に既に lllり 組んでい
る大学院修士課程の実態 。実績に

関する情報 を収集するため、当該
課程の閑係者等の協力を得てモデ
ル事業を実施 .,

〇 看護業務実態 h周査やモデル 11業
の結果を踏まえ、チーム籐療 |■ i世
会議において、 f lll門 的な検澤|を 実
力(1`,

○ 薬剤師、リハ ピリ関係 1哉種、管
J躍栄養士、臨床ヨ1学技士、診療 lla
射線技師については、本年 4月 30
「Jに 1栄 i政 ′弓111艶 矢‖を発 [‖ し、 各‖哉
種が実施できる業務を明確化、,

○ 助産師については、平成 22年度
厚牛労 11カ準1学り1究ピt補助金 J:業 に
おいて、言,tri・ 4食お1を実施 t,

〇 臨床検合技師については 1井 1係
1学:会等とと t,に 、実施可能 4,71 Jlll

学的検査の拡大の司否な検ホ1中 .,

(D 医療クラーク等については、導
人を1イ亡進するための具体策につい
て検討中 .

○ チーム医療推進会議において
専Fl的な検浄|を実施 ,



9後蜀絋吻蜀進鰈盗 《菫》

具体的方策の実現に向けた詳細な検討を行うためのWGを 設置()会議は、
各WGの 報告を踏まえ、検討を実施。

(1)チーム医療認定検討WG

{1)‐ラ・―ム医療を推進する医療機関の認定基準
(2)チーム医療を推進する医療機関の認定主体
{3)その他

(2)チームl■―療推進のための看護業務検討WG

(1)一般の看護師の業務範囲
{2)「 特定の医行為」の範囲
(3)特定看護師 (仮称)の要件
(4)特定看護師 (仮称)の養成課程の認定基準
(5' その他

(3)そ の他

2上艶 検討スケジュール

5月 下旬   「チーム医療推進のための看護業務検討WG」 を設置
→  6月 以降、「看護業務実態調査」(8月 中に取 りまとめ予定 )
及び「モデル事業」を実施

6月 中    「チーム医療認定検討WG」 を設置
～ 11月    各WGに おいて詳細な検討を実施

12月 中   各VV Cにおける検詞結果右踏まえ、一定″,結論を理vlす 澤|ノ:め



資鵜 r瑠

踪議業務隧魏調Qにけい:ざ (mk)

上藁

③ チーム医療の推進に関する検討会報告書 (平成 22年 3月 19日 取りまと
め)において、看護師の業務範囲の拡大や特定看護師 (仮称)が実施する
「特定の医行為」の範囲の決定に当たつては、看護業務に関する実態調査
を実施し、当該調査結果を踏まえて検討する必要があると提言された。

○ 本調査は、当該報告書の提言を受け、現在の看護業務の実態等に関する
全国的な調査を実施するものである。(8月 中に取りまとめ予定)

2。 調査内容

○ チーム医療検討会報告書において「特定の医行為として想定される行為
例」として列挙された行為等、一定の行為について、以下の項目を調査 ()

d現 在、看護師 (認定看護師 “専門看護師)が実施しているか否か
。 今後、一般の看護師が実施することが可能と考えられるか否か
。 今後、特定看護師 (仮称)制度の創設に伴い、特定看護師 (仮称)が
実施することが可能と考えられるか否か

〇 なお、調査対象とする一定の行為については、「う・―ム医療推進のための
看護業務検討WG(仮 称)]に おいて選定

`)

.風_畿鰹鶴L遮注錮
O 平成 22年 度厚生労働科学研:究費補助金事業 を潜 lll tノ 、1以下の とお り調査
を実 施す る予定。

(1)医療機 関等に勤務す る医師 "看護師 (質問紙調査 )

特定機能病院            82施 設 (100%)
病院 (規模別)            1,800施 設 (20%抽 出 )
診療所 (有床)            600施 設 (5%抽 出)
訪問看護ステーション         500か 所 (10%抽 出,
介護保険関係施設等 (老ス保健施設等)500施 設 (10%11詢 出 )

言1  11'1:ザ .|,()r)方(な言ケ

(2)各種団体 、関係学会の代表者 (聞 き llxり 調査 )



鷺爾蟻

鶯デル漑鯰につ,に でヽ 《趙鑢》

壻。趣旨

○ チーム医療の推進に関する検討会報告書 (平成 22年 3月 19日 取 りまと
め)において、特定看護師 (仮称)の要件については、類似の看護師の養
成に取り組む大学院修士課程の関係者等の協力を得て専Pl的 “実証的な検
討を行つた上で決定する必要があると提言された。

○ 本モデル事業 |ま、当該報告書の提言を受け、既に類似の看護師の養成に
lTRり 組んでいる大学院修士課程の実態 ,実績に関する1'青報を収集するため、
当該課程の関係者等の協力を得て実施するものである,,(実施期間は原則と
して平成 22年度中。)

傘.事業内容

○  以下の条件 を満たす修士課程 を「モデル事業実施課程 Jと tノ て選定する ()

讐  「特定看護師モデル養成課程」と称することて,
金 臨床実践能力を習得する利目 (臨床薬理学等)を必修としていること,,
議 演習・実習科目を必修とするとともに、実習場所 (病院等)を llff保 tン ていること,,
議 教員・指導者に相当数の医師が含まオ1′ることて,
0 実習利目における安全管理体制を整備 tン ていること,,

0 モデル事 業実施課程 においては、 一般的には 「診療の補 EJJJに 含まれ な
tァ とヽ理解 され て きた行為の実習 を実施 して差 |´ 支́ 粛ない :「:と とす る′〉

:項

○  モデル事業の開始当初に、例 えば以下の事項についてwGに 報告。
◆ 到達目標 (分野、実践内容等 )
◆ 教育カリキュラム (教育科目、内容、単位数) .
◆ 実習施設の概要
◆ 単位認定者・実習指導者の経歴
◇ 単位の認定方法・基準  等

l~l ttiデ ザじ/事 業の開始後 lli ‐その実施状渉I(秒11け  賞食百頷の課融 、 1亨:生 σ)
履 修状況、実習時のインシデ ン ト“アク ,メ デ i´′卜、一般の看護師 でも実施

可 能 な行為等 )に ついて、wCに 随時報告 1)
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第 2回「チーム医療推進会議」資料



資料電

チーム医療推進会議 開催要綱

1.趣旨

「チーム医療の推進について」(平成 22年 3月 19日 チーム医療の推進

に関する検討会取りまとめ)を受け、様々な立場の有識者から構成される

会議を開催し、同報告書において提言のあった具体的方策の実現に向けた

検討を行う。

2.検討課題

○ チーム医療を推進するための方策について

○ チーム医療を推進するための看護師業務の在 り方について
○ その他

3.構成員

会議の構成員は、別紙に掲げる有識者とする。ただし、必要に応じ、関

係者の出席を求めることができる。

4.運営

本会議の庶務は、厚生労働省医政局で行う。

議事は公開とする。



資料 2

チー3ム医療推進のための看護業務検討WG
における検討状況について

1.構成員・開催状況

○ 構成員は男1紙のとおり。

○ 以下のとおりWGを開催し、「看護業務実態調査」及び「特定看護師 (仮
称)養成 調査試行事業」について検討。

第 1回WG  5月 26日 (水 )10:00～ 12:00

第 2回WG  6月 14日 (月 )16:00～ 18:00

2.看 護業務実態調査

○ チーム医療推進のための看護業務検討WGに おいて選定された行為 (約
200項 目)について、以下の内容の調査を実施。回答者は、臨床に従事する
医師及び看護師。

◆ 現在、看護師が実施 しているか否か
◆ 今後、一般の看護師が実施することが可能と考えられるか否か
◆ 今後、特定看護師 (仮称)制度が倉1設された場合に、特定看護師 (仮称 )
が実施することが可能と考えられるか否か

○ 調査対象となる医療機関等は以下のとおり。

◆ 特定機能病院   : 83施 設 (100%)
◆ 病院 (規模別) : 約 1,600施設 (20%抽 出)
◆ 診療所 (有床 口無床) : 約 1,000施設 (1%抽出 )
◆ 訪間看護ステーション : 約 540か所 (10%抽出 )
※ 別途、専門看護師 約 450名 (100%)、 認定看護師 約 1,200名 (20%抽出)を対
象に調査を実施。

○ 平成 22年度厚生労働科学研究費補助金事業により実施。主任研究者は前
原正明先生 (防衛医科大学校心臓血管外科 教授 )。

0 8月 中に調査結果を取りまとめ予定。



3。 特定看誰師 (仮称)養威 調査試行事業

(1)事業の概要

○ 専門的な臨床実践能力を有する看護師の養成に取り組む修士課程、研修課
程等に幅広く協力を得て先導的な試行を実施し、当該課程のカリキュラムの

内容や実習の実施状況等に関する情報を収集。

※  「1寺定看護師 (仮称)養成 調査試行事業実施課程Jと しての指定は、今後、特定看護師 (仮
称)の養成課程として認められることを保証するものではない。

○ 具体的には、以下の 3種類の事業を実施。
(A)修士課程 調査試行事業
WGにおいて決定された基準を満たす修士課程を「特定看護師 (仮称 )
養成 調査試行事業実施課程 (修士)」 に指定し、当該課程からカリキュラ

ムの内容や実習の実施状況等に関する情報の報告を受ける。

(B)研修課程 調査試行事業
WGにおいて決定された基準を満たす研修課程 (看護師 (免許取得後 )
を対象として学会や研修センター等が実施するもの)を「特定看護師 (仮

称)養成 調査試行事業実施課程 (研修 )」 に指定し、当該課程からカリキ
ュラムの内容や実習の実施状況等に関する情報の報告を受ける。

(C)養成課程 情報収集事業
(A)又は (B)以外の修士・研修課程を対象として、現在実施してい
るカリキュラムの実態に関する情報及び特定看護師 (仮称)の養成のため

の新たな力リキュラムや実習の内容に関する提案を受け付ける。

(2)実施状況等

0 6月 17日 から申請等の受付を開始 (受付期間は 8月 末まで)。

0 7月 2日 までに以下の 4大学院から「特定看護師 (仮称)養成 調査試行事
業実施課程 (修士)」 の申請があり、いずれも7月 15日 付けで指定。

◆ 大分県立看護科学大学大学院 看護学研究科
◆ 国際医療福祉大学大学院 医療福祉学研究科
◆ 東京医療保健大学大学院 看護学研究科
◆ 北海道医療大学大学院 看護福祉学研究科

○  「A 修士課程 調査試行事業」及び「B 研修課程 調査試行事業」の実
施期間は、当面、平成 23年 3月 まで。なお、事業の実施状況等によっては、

平成 23年 4月 以降も継続して募集・実施。



資料 3-1

チーム医療の推進について (抄 )

(平成 22年 3月 19日 チーム医療の推進に関する検討会取りまとめ)

4J医療スタッフ間の連携の推進

(1)医療スタッフ間の連携の在り方

○ 上記のような各医療スタッフの専門性の向上や業務範囲・役害1の拡大を活かして、患者・
家族とともに質の高い医療を実現するためには、チームとしての方針の下、包括的指示を

活用 しつつ各医療スタッフの専門性に積極的に委ねるとともに、医療スタッフrplの連携・

補完を一層進めることが重要である。

○ 医療スタッフ間の連携・補完については、場面によって様々な取組が考えられるが、具
体的には、例えば、以下のような取組が行われている。

◆ 各診療科・部門の取組として、手順書やプロ トコールの作成により平常時の役割分担
や緊急時対応の手順・責任者を明確化するとともに、担当者への教育 “副1練、医療スタ

ッフ間における患者1青報の共有や日常的なコミュニケーションを推進

◆ 院内横断的な取組として、医師・歯科医師を中心に、複数の医療スタッフが連携して
患者の治療に当たる医療チーム (栄養サポー トチーム等)を組織

【医療チームの具体例】

・ 栄養サボー トチーム :医師、歯科医師、薬剤師、看護師、管理栄養士 等
・ 感染制御チーム :医師、薬斉1師、看護師、管理栄養士、臨床検査技師 等
・ 緩和ケアチーム :医師、薬剤師、看護師、理学療法士、MSW 等
・ El腔ケアチーム :医師、歯科医師、薬剤師、看護師、歯科衛生士 等
・ 呼吸サポー トチーム :医師、薬剤師、看護師、理学療法士、臨床工学技士 等
・ 摂食廉下チーム :医師、歯科医師、薬剤師、看護師、管理栄養士、言語聴覚士 等
・ 褥麿対策チーム :医師、薬剤師、看護師、管理栄養士、理学療法士 等
・ 周術期管理チーム :医師、歯科医師、薬剤師、看護師、臨床工学技士、理学療法士 等

◆ 特定の疾患 (がん、糖尿病・高血圧・高脂血症等の生活習慣病等)に対する取組とし
て、複数の医療スタッフが連携 して患者の治療や生活習慣の改善に当たるチームを組織

0 地域横断的な取組として、病院・診療所 (医師 )、 歯科診療所 (歯科医師 )、 訪間看護
ステーション (看護師 )、 薬局 (薬剤師 )、 保健所 (保健師等 )、 介護保険事業所 (ケアマ

ネジャー)等が退院時カンファレンスに参加するなど、在宅医療・介護サービスにおけ
る役割分担と連携を推進



◆ 周産期医療における取組として、院内助産所・助産師外来の設置や周産期医療ネット
ワークにおいて地域の助産所との連携体制を構築することにより、産科医と助産師の間

で、正常分娩の助産業務を自立して実施できるという助産師の専門性を活かした役害1分

担と連携を推進

(2)医療スタッフ間の連携の推進方策

○ こうしたチーム医療の実践を全国に普及させるためには、各医療スタッフの専門性を活
かした安全で質の高い医療を提供し得る環境を整えていることが社会的に認知される仕組

みや、その質の高さが適正に評価される仕組みなど、医療機関に何らかのインセンティブ

が存在する必要がある。一方、患者・家族にとつても、こうした医療機関の存在が十分に

1青報提供され、医療機関を選択する際の有用な情報を容易に入手することができるような

環境が整備されることが望ましい。

○ こうした観点から、チーム医療の実践に必要とされる事項について、一定の客観的な基
準を設けるとともに、当該基準を満たしている安全かつ良質な医療を提供し得る医療機関

が社会的に認知・評価されるような新たな枠組みを構築する必要がある。

○ 具体的には、例えば、チーム医療を行う体制が整えられているかどうか、チーム医療を
行う設備が整備されているかどうか、チーム医療の具体的な活動が行われているかどうか、

といった基準に基づき、公正・中立的な第二者機関においてチーム医療を推進する医療機

関等として認定する仕組みを導入すること等を検討する必要がある。

○ なお、認定基準の策定に当たつては、今後、医療現場の関係者等の協力を得ながら、医
療現場の実態を踏まえた上で、安全性の確保など様々な観点から専門的な調査・検討を行

った上で決定する必要がある。

○ また、チーム医療を推進する医療機関等として認定されたことについて、患者等が医療
機関を選択する際の有用な1青報として提供することができるよう、医療機関が広告するこ

とができる事項として位置づけるなど、チーム医療を推進する医療機関等が患者・医療現

場から広く認知されるような仕組みを検討すべきである。

○ さらに、チーム医療を推進するために必要なコス トや、チーム医療の推進によって提供
可能となる医療サービスの質の高さ等、種々のエビデンスについて、公正・中立的な第二

者機関の協力を得ながら的確に検証・把握するとともに、必要に応じ、財政支援や診療報

酬上の措置等の対策を検討すべきである。



資料 6… 2

第 電鳳テ輌ム医療推進会議鷲おける主な櫛意見

○ 医療現場の方々が働きやすくなることが最も大切。WGでは、そのためのサ
ポー トを検討していただきたい。具体的には、ガイドラインの策定、法の明確
化、チーム医療の具体的事例の紹介のようなものがあるのではないか。

○ チーム医療の 1つの手段として「包括的指示」は非常に大事。あらゆるスタ
ツフが医師から指示を受けている。チーム医療を考えたとき、包括的指示をど
うするのか、看護業務だけでなく、もっと幅広く捉えるべき。

○ 認定を行う場合には、病棟薬剤師と薬局の薬剤師との連携、病棟ナースと訪
間ナースとの連携等、どうすれば地域と病院とのチームがシームレスに機能す
るかという視点が重要。

○ チーム医療の質を担保するのはなかなか難 しい。チーム EII療だけを取り出し
て評価できないところがあるので、第二者機関で総合的に評価していただくこ

とになると思う。

○ チーム医療を推進する医療機関を認定するとなれば、認定基準を満たさない
医療機関はチーム医療をやっていない、というレッテルを貼られることになる
だけ。医療現場には何ら反映されず、国民にとって良い医療ができない。

○ チーム医療検討会報告書では、チーム医療を推進するための方策として「医
療機関の認定」ということが強調されているが、それが唯一の方策かといえば

そうではないかもしれない。ただ、「認定ありき」でないとしても、チーム医療
のクオリティをどう担保 していくのかといった議論を行つておく必要があるの
ではないか。

○ 今、地域の医療現場で求められていることは、各種国家資格の業務範囲を明
確にして、法的に違反でない範囲を明確化すること。

○ チーム医療を推進するための条件として、人手の問題、各専門職の専門性の
向上の問題、評価の問題が挙げられるが、これらについてWGで議論すべき。



○ 病院の中では、MSWや診療情報管理士等も重要な役割を担っているので、  ・

国家資格にとらわれず、実際の医療現場は誰が回しているのかということを念

頭において検討いただきたい。

○ 看護師だけではなく、薬剤師、助産師、リハビリ関係職種等についても、業
務の見直しの議論がなされるべき。

○ それぞれの専門職の能力や技能、知識というもののレベルをどういうスタン
ダー ドにすればチームによる業務が可能なのか、業務の拡大とかみ合つた形に

すれば議論がうまく進むのではないか。



資料 3-3

チーム医療推進方策検討WGにおける検討項目 (案 )

○ チーム医療の取組の指針となるガイ ドラインの策定

○ 上記ガイ ドラインを活用したチーム医療の普及・推進のための方
策

○ 各医療スタッフの業務範囲 じ役割について、さらなる見直しを適
時検討するための仕組みの在り方

○ その他




